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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ソリッドコアと、２層の中間層と、カバーとを具備してなるフォーピースソリッドゴル
フボールにおいて、
　上記コアが、ムーニー粘度（ＭＬ1+4（１００℃））５２～１２０及びシス－１，４－
結合を６０重量％以上含有し、Ｎｄ系触媒を用いて合成され、引き続き末端変性剤を反応
させて得られる変性ポリブタジエンゴムを６０～１００重量％含むゴム基材１００重量部
に対して、不飽和カルボン酸及び／又はその金属塩を１０～６０重量部、有機硫黄化合物
を０．１～５重量部、無機充填剤を５～８０重量部、及び、半減期の異なる２種以上の有
機過酸化物であって、１５５℃における半減期が一番短い有機過酸化物を（ａ）、１５５
℃における半減期が一番長い有機過酸化物を（ｂ）とし、（ａ）の半減期をａt、（ｂ）
の半減期をｂtとした場合、その半減期の比ｂt／ａtが７以上２０以下である有機過酸化
物を０．１～０．８重量部を含むゴム組成物を加硫して形成されたものであり、この加硫
成形物の直径が３０～４０ｍｍ、９８０Ｎ（１００ｋｇ）荷重負荷時のたわみ量が２．５
～６．０ｍｍであると共に、
　上記２層の中間層が、それぞれ熱可塑性樹脂を主材として厚さ０．５～２ｍｍに形成さ
れ、中間層内層のデュロメーターＤ硬度が３０～５６であり、かつ中間層外層のデュロメ
ーターＤ硬度が５０～６３であり、
　上記カバーが、熱可塑性ポリウレタンを主材として厚さ０．５～２．５ｍｍに形成され
、そのデュロメーターＤ硬度が４０～６０であり、更に上記中間層のカバーと接する最外
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層のデュロメーターＤ硬度より低硬度であり、
　ボールに９８０Ｎ（１００ｋｇ）の荷重を負荷した時のたわみ量が２．０～４．０ｍｍ
であることを特徴とするフォーピースソリッドゴルフボール。
【請求項２】
　中間層のカバーと接する外層のデュロメーターＤ硬度が４５～７０である請求項１記載
のゴルフボール。
【請求項３】
　（ａ）の１５５℃における半減期ａtが、５秒以上１２０秒以下であり、（ｂ）の１５
５℃における半減期ｂtが、３００秒以上８００秒以下である請求項１又は２記載のゴル
フボール。
【請求項４】
　（ａ）成分の有機過酸化物として、１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）－３，５，
５－トリメチルシクロヘキサンを選択するとともに、（ｂ）成分の有機過酸化物として、
ジクミルパーオキサイドを選択する請求項１、２又は３記載のゴルフボール。
【請求項５】
　カバーが、下記成分（Ａ）及び（Ｂ）を主成分とする組成物（Ｃ）により形成されてい
ることを特徴とする請求項１～４のいずれか１項記載のゴルフボール。
（Ａ）熱可塑性ポリウレタン材料
（Ｂ）１分子中に官能基として２つ以上のイソシアネート基を持つイソシアネート化合物
（ｂ－１）を、イソシアネートと実質的に反応しない熱可塑性樹脂（ｂ－２）中に分散さ
せたイソシアネート混合物
【請求項６】
　ソリッドコアと、２層の中間層と、カバーとを具備してなるフォーピースソリッドゴル
フボールにおいて、
　上記コアが、シス－１，４－結合を６０重量％以上含有する希土類元素系触媒を用いて
合成されたポリブタジエンを６０～１００重量％含むゴム基材と、不飽和カルボン酸及び
／又はその金属塩と、有機硫黄化合物と、無機充填剤とを含有し、上記ゴム基材１００重
量部に対し０．１～０．８重量部の有機過酸化物を用いたゴム組成物を加硫してなり、直
径が３０～４０ｍｍで、９８０Ｎ（１００ｋｇ）荷重負荷時のたわみ量が２．５～６．０
ｍｍである加硫成形物により形成され、
　上記２層の中間層が、それぞれ熱可塑性樹脂を主材として厚さ０．５～２ｍｍに形成さ
れ、そのデュロメーターＤ硬度が３０～７０であり、中間層内層が熱可塑性ポリエステル
を主材として形成され、かつ中間層外層が下記［Ｉ］又は［ＩＩ］
　［Ｉ］（ａ）オレフィン－不飽和カルボン酸２元ランダム共重合体及び／又はオレフィ
ン－不飽和カルボン酸２元ランダム共重合体の金属イオン中和物と、（ｂ）オレフィン－
不飽和カルボン酸－不飽和カルボン酸エステル３元ランダム共重合体及び／又はオレフィ
ン－不飽和カルボン酸－不飽和カルボン酸エステル３元ランダム共重合体の金属イオン中
和物とを重量比で１００：０～２５：７５になるように配合したベース樹脂と、
（ｅ）非アイオノマー熱可塑性エラストマーとを
重量比で１００：０～５０：５０になるように配合した樹脂成分１００重量部に対して、
（ｃ）分子量が２８０～１５００の脂肪酸及び／又はその誘導体　　５～８０重量部と、
（ｄ）上記ベース樹脂及び（ｃ）成分中の未中和の酸基を中和できる塩基性無機金属化合
物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１～１０重量部
とを必須成分として配合してなる混合物、
　［ＩＩ］（ａ）オレフィン－不飽和カルボン酸２元ランダム共重合体及びオレフィン－
不飽和カルボン酸２元ランダム共重合体の金属イオン中和物、並びに
（ｂ）オレフィン－不飽和カルボン酸－不飽和カルボン酸エステル３元ランダム共重合体
及びオレフィン－不飽和カルボン酸－不飽和カルボン酸エステル３元ランダム共重合体の
金属イオン中和物
から選ばれる１種又は２種以上のベース樹脂と、
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（ｅ）非アイオノマー熱可塑性エラストマーとを
重量比で１００：０～５０：５０になるように配合した樹脂成分、
（ｃ）分子量が２８０～１５００の脂肪酸及び／又はその誘導体、
（ｄ）上記ベース樹脂及び（ｃ）成分中の未中和の酸基を中和できる金属イオン源、
（ｆ）２つ以上の反応性官能基を有する分子量２万以下の化合物
を必須成分とする混合物
を主材として形成され、上記カバーが、熱可塑性ポリウレタンを主材として厚さ０．５～
２．５ｍｍに形成され、そのデュロメーターＤ硬度が４０～６０であると共に、上記中間
層のカバーと接する最外層のデュロメーターＤ硬度より低硬度であり、
　ボールに９８０Ｎ（１００ｋｇ）の荷重を負荷した時のたわみ量が２．０～４．０ｍｍ
であることを特徴とするフォーピースソリッドゴルフボール。
【請求項７】
　ソリッドコアと、２層の中間層と、カバーとを具備してなるフォーピースソリッドゴル
フボールにおいて、
　上記コアが、シス－１，４－結合を６０重量％以上含有する希土類元素系触媒を用いて
合成されたポリブタジエンを６０～１００重量％含むゴム基材と、不飽和カルボン酸及び
／又はその金属塩と、有機硫黄化合物と、無機充填剤とを含有し、上記ゴム基材１００重
量部に対し０．１～０．８重量部の有機過酸化物を用いたゴム組成物を加硫してなり、直
径が３０～４０ｍｍで、９８０Ｎ（１００ｋｇ）荷重負荷時のたわみ量が２．５～６．０
ｍｍである加硫成形物により形成され、
　上記２層の中間層が、それぞれ熱可塑性樹脂を主材として厚さ０．５～２ｍｍに形成さ
れ、そのデュロメーターＤ硬度が３０～７０であり、中間層外層が熱可塑性ポリエステル
を主材として形成され、かつ中間層内層が下記［Ｉ］又は［ＩＩ］
　［Ｉ］（ａ）オレフィン－不飽和カルボン酸２元ランダム共重合体及び／又はオレフィ
ン－不飽和カルボン酸２元ランダム共重合体の金属イオン中和物と、（ｂ）オレフィン－
不飽和カルボン酸－不飽和カルボン酸エステル３元ランダム共重合体及び／又はオレフィ
ン－不飽和カルボン酸－不飽和カルボン酸エステル３元ランダム共重合体の金属イオン中
和物とを重量比で１００：０～２５：７５になるように配合したベース樹脂と、
（ｅ）非アイオノマー熱可塑性エラストマーとを
重量比で１００：０～５０：５０になるように配合した樹脂成分１００重量部に対して、
（ｃ）分子量が２８０～１５００の脂肪酸及び／又はその誘導体　　５～８０重量部と、
（ｄ）上記ベース樹脂及び（ｃ）成分中の未中和の酸基を中和できる塩基性無機金属化合
物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１～１０重量部
とを必須成分として配合してなる混合物、
　［ＩＩ］（ａ）オレフィン－不飽和カルボン酸２元ランダム共重合体及びオレフィン－
不飽和カルボン酸２元ランダム共重合体の金属イオン中和物、並びに
（ｂ）オレフィン－不飽和カルボン酸－不飽和カルボン酸エステル３元ランダム共重合体
及びオレフィン－不飽和カルボン酸－不飽和カルボン酸エステル３元ランダム共重合体の
金属イオン中和物
から選ばれる１種又は２種以上のベース樹脂と、
（ｅ）非アイオノマー熱可塑性エラストマーとを
重量比で１００：０～５０：５０になるように配合した樹脂成分、
（ｃ）分子量が２８０～１５００の脂肪酸及び／又はその誘導体、
（ｄ）上記ベース樹脂及び（ｃ）成分中の未中和の酸基を中和できる金属イオン源、
（ｆ）２つ以上の反応性官能基を有する分子量２万以下の化合物
を必須成分とする混合物
を主材として形成され、上記カバーが、熱可塑性ポリウレタンを主材として厚さ０．５～
２．５ｍｍに形成され、そのデュロメーターＤ硬度が４０～６０であると共に、上記中間
層のカバーと接する最外層のデュロメーターＤ硬度より低硬度であり、
　ボールに９８０Ｎ（１００ｋｇ）の荷重を負荷した時のたわみ量が２．０～４．０ｍｍ
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であることを特徴とするフォーピースソリッドゴルフボール。
【請求項８】
　上記（ｅ）成分の配合量がベース樹脂１００重量部に対して３重量部以上配合される請
求項６又は７記載のフォーピースソリッドゴルフボール。
【請求項９】
　上記（ｅ）成分は、オレフィン系エラストマー、スチレン系エラストマー、ポリエステ
ル系エラストマー、ウレタン系エラストマー及びポリアミド系エラストマーの群から選ば
れる請求項６、７又は８記載のフォーピースソリッドゴルフボール。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、フォーピースソリッドゴルフボール等のマルチピースソリッドゴルフボール
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、ゴルフボールに対しては、優れた反発性を付与するために、ゴム基材として
使用されるポリブタジエンの配合を種々改良することが行われている。
　例えば、特開昭６２－８９７５０号公報には、ゴム基材として、Ｎｉ，Ｃｏ触媒を用い
て合成したムーニー粘度が７０～１００のポリブタジエンと、ランタン系触媒で合成した
ムーニー粘度が３０～９０のポリブタジエン又はＮｉ，Ｃｏ触媒を用いて合成したムーニ
ー粘度が２０～５０のポリブタジエンとを配合してなるソリッドゴルフボール用ゴム組成
物が提案されている。
　しかしながら、上記提案に関しては、反発性の更なる改良が求められている。
【０００３】
　また、特開平２－２６８７７８号公報には、ＶＩＩＩ族触媒で合成したムーニー粘度が
５０未満のポリブタジエンと、ランタニド触媒で合成したムーニー粘度が５０未満のポリ
ブタジエンとを配合して形成したゴルフボールが提案されているが、得られるゴルフボー
ルの反発性が劣るものである。
【０００４】
　更に、特開平１１－７０１８７号公報には、低ムーニー粘度のポリブタジエンにて中間
層が形成されたマルチピースソリッドゴルフボール、特開平１１－３１９１４８号公報に
は、Ｎｉ，Ｃｏ触媒を用いて合成したムーニー粘度が５０～６９のポリブタジエンとラン
タノイド系触媒を用いて合成したムーニー粘度が２０～９０のポリブタジエンとを配合し
たゴム組成物にて形成されたソリッドゴルフボール、特開平１１－１６４９１２号公報に
は、１，２－ビニル結合２．０％以下とし、重量平均分子量と数平均分子量との比Ｍｗ／
Ｍｎが３．５以下のゴム組成物にて形成されたソリッドゴルフボール、特開昭６３－２７
５３５６号公報には、高ムーニー粘度のポリブタジエンが配合されたゴム組成物にて形成
されたゴルフボール、特開平３－１５１９８５号公報には、数平均分子量が高いポリブタ
ジエンと低いポリブタジエンとを配合してなるゴム組成物にて形成されたゴルフボールが
提案されているが、いずれの提案も反発性に満足するものとはいえない。
【０００５】
　なおまた、特開昭６１－７１０７０号公報には、２種の有機過酸化物を用いることが、
特開昭６２－１１２５７４号公報には、少量の有機過酸化物を用いることが記載されてい
るが、反発性が十分でなく、しかも架橋時間が遅くなってしまい、生産性が大きく低下し
てしまうという問題を有する。
【０００６】
【特許文献１】特開昭６２－８９７５０号公報
【特許文献２】特開平２－２６８７７８号公報
【特許文献３】特開平１１－７０１８７号公報
【特許文献４】特開平１１－３１９１４８号公報
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【特許文献５】特開平１１－１６４９１２号公報
【特許文献６】特開昭６３－２７５３５６号公報
【特許文献７】特開平３－１５１９８５号公報
【特許文献８】特開昭６１-７１０７０号公報
【特許文献９】特開昭６２－１１２５７４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、上記事情に鑑みなされたもので、反発性が高く、良好な飛び性能を与えるゴ
ルフボールを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは、上記目的を達成するため、鋭意検討を行った結果、シス－１，４－結合
を６０重量％以上含有し、希土類元素系触媒を用いて合成されたポリブタジエンを主材と
したゴム基材を用い、このゴム基材１００重量部に対して、有機過酸化物を０．１～０．
８重量部であるように配合したゴム組成物の加硫成形物をソリッドコアとすることにより
、製造性に優れ、しかも反発性の良好なゴルフボールが得られることを知見した。即ち、
従来は、有機過酸化物を減量すると、加硫時間が延びてしまい、生産性が低下し、反発性
も十分でないものであったが、反発性の高い希土類元素系触媒を用いて合成されたポリブ
タジエンを用い、半減期が大きく異なる２種以上の有機過酸化物を０．１～０．８重量部
含むことで、作業性を改善し、加硫時間も短縮し、生産性の向上も出来る上に、更なる反
発性の向上も達成することができることを見出した。
【０００９】
　そして、このように反発性が向上する分、コアやボールのソフト化が可能で、ドライバ
ーなどのフルショットでの初期条件が従来に比べ低スピン・高打ち出しとなり、飛距離が
向上し、またソフトフィーリングが得られることを知見したものである。
【００１０】
　従って、本発明は下記のフォーピースゴルフボール（１）～（３）を提供する。
（１）ソリッドコアと、２層の中間層と、カバーとを具備してなるフォーピースソリッド
ゴルフボールにおいて、
　上記コアが、ムーニー粘度（ＭＬ1+4（１００℃））５２～１２０及びシス－１，４－
結合を６０重量％以上含有し、Ｎｄ系触媒を用いて合成され、引き続き末端変性剤を反応
させて得られる変性ポリブタジエンゴムを６０～１００重量％含むゴム基材１００重量部
に対して、不飽和カルボン酸及び／又はその金属塩を１０～６０重量部、有機硫黄化合物
を０．１～５重量部、無機充填剤を５～８０重量部、及び、半減期の異なる２種以上の有
機過酸化物であって、１５５℃における半減期が一番短い有機過酸化物を（ａ）、１５５
℃における半減期が一番長い有機過酸化物を（ｂ）とし、（ａ）の半減期をａt、（ｂ）
の半減期をｂtとした場合、その半減期の比ｂt／ａtが７以上２０以下である有機過酸化
物を０．１～０．８重量部を含むゴム組成物を加硫して形成されたものであり、この加硫
成形物の直径が３０～４０ｍｍ、９８０Ｎ（１００ｋｇ）荷重負荷時のたわみ量が２．５
～６．０ｍｍであると共に、
　上記２層の中間層が、それぞれ熱可塑性樹脂を主材として厚さ０．５～２ｍｍに形成さ
れ、中間層内層のデュロメーターＤ硬度が３０～５６であり、かつ中間層外層のデュロメ
ーターＤ硬度が５０～６３であり、
　上記カバーが、熱可塑性ポリウレタンを主材として厚さ０．５～２．５ｍｍに形成され
、そのデュロメーターＤ硬度が４０～６０であり、更に上記中間層のカバーと接する最外
層のデュロメーターＤ硬度より低硬度であり、
　ボールに９８０Ｎ（１００ｋｇ）の荷重を負荷した時のたわみ量が２．０～４．０ｍｍ
であることを特徴とするフォーピースソリッドゴルフボール。
（２）ソリッドコアと、２層の中間層と、カバーとを具備してなるフォーピースソリッド
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ゴルフボールにおいて、
　上記コアが、シス－１，４－結合を６０重量％以上含有する希土類元素系触媒を用いて
合成されたポリブタジエンを６０～１００重量％含むゴム基材と、不飽和カルボン酸及び
／又はその金属塩と、有機硫黄化合物と、無機充填剤とを含有し、上記ゴム基材１００重
量部に対し０．１～０．８重量部の有機過酸化物を用いたゴム組成物を加硫してなり、直
径が３０～４０ｍｍで、９８０Ｎ（１００ｋｇ）荷重負荷時のたわみ量が２．５～６．０
ｍｍである加硫成形物により形成され、
　上記２層の中間層が、それぞれ熱可塑性樹脂を主材として厚さ０．５～２ｍｍに形成さ
れ、そのデュロメーターＤ硬度が３０～７０であり、中間層内層が熱可塑性ポリエステル
を主材として形成され、かつ中間層外層が下記［Ｉ］又は［ＩＩ］
　［Ｉ］（ａ）オレフィン－不飽和カルボン酸２元ランダム共重合体及び／又はオレフィ
ン－不飽和カルボン酸２元ランダム共重合体の金属イオン中和物と、（ｂ）オレフィン－
不飽和カルボン酸－不飽和カルボン酸エステル３元ランダム共重合体及び／又はオレフィ
ン－不飽和カルボン酸－不飽和カルボン酸エステル３元ランダム共重合体の金属イオン中
和物とを重量比で１００：０～２５：７５になるように配合したベース樹脂と、
（ｅ）非アイオノマー熱可塑性エラストマーとを
重量比で１００：０～５０：５０になるように配合した樹脂成分１００重量部に対して、
（ｃ）分子量が２８０～１５００の脂肪酸及び／又はその誘導体　　５～８０重量部と、
（ｄ）上記ベース樹脂及び（ｃ）成分中の未中和の酸基を中和できる塩基性無機金属化合
物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１～１０重量部
とを必須成分として配合してなる混合物、
　［ＩＩ］（ａ）オレフィン－不飽和カルボン酸２元ランダム共重合体及びオレフィン－
不飽和カルボン酸２元ランダム共重合体の金属イオン中和物、並びに
（ｂ）オレフィン－不飽和カルボン酸－不飽和カルボン酸エステル３元ランダム共重合体
及びオレフィン－不飽和カルボン酸－不飽和カルボン酸エステル３元ランダム共重合体の
金属イオン中和物
から選ばれる１種又は２種以上のベース樹脂と、
（ｅ）非アイオノマー熱可塑性エラストマーとを
重量比で１００：０～５０：５０になるように配合した樹脂成分、
（ｃ）分子量が２８０～１５００の脂肪酸及び／又はその誘導体、
（ｄ）上記ベース樹脂及び（ｃ）成分中の未中和の酸基を中和できる金属イオン源、
（ｆ）２つ以上の反応性官能基を有する分子量２万以下の化合物
を必須成分とする混合物
を主材として形成され、上記カバーが、熱可塑性ポリウレタンを主材として厚さ０．５～
２．５ｍｍに形成され、そのデュロメーターＤ硬度が４０～６０であると共に、上記中間
層のカバーと接する最外層のデュロメーターＤ硬度より低硬度であり、
　ボールに９８０Ｎ（１００ｋｇ）の荷重を負荷した時のたわみ量が２．０～４．０ｍｍ
であることを特徴とするフォーピースソリッドゴルフボール。
（３）ソリッドコアと、２層の中間層と、カバーとを具備してなるフォーピースソリッド
ゴルフボールにおいて、
　上記コアが、シス－１，４－結合を６０重量％以上含有する希土類元素系触媒を用いて
合成されたポリブタジエンを６０～１００重量％含むゴム基材と、不飽和カルボン酸及び
／又はその金属塩と、有機硫黄化合物と、無機充填剤とを含有し、上記ゴム基材１００重
量部に対し０．１～０．８重量部の有機過酸化物を用いたゴム組成物を加硫してなり、直
径が３０～４０ｍｍで、９８０Ｎ（１００ｋｇ）荷重負荷時のたわみ量が２．５～６．０
ｍｍである加硫成形物により形成され、
　上記２層の中間層が、それぞれ熱可塑性樹脂を主材として厚さ０．５～２ｍｍに形成さ
れ、そのデュロメーターＤ硬度が３０～７０であり、中間層外層が熱可塑性ポリエステル
を主材として形成され、かつ中間層内層が下記［Ｉ］又は［ＩＩ］
　［Ｉ］（ａ）オレフィン－不飽和カルボン酸２元ランダム共重合体及び／又はオレフィ
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ン－不飽和カルボン酸２元ランダム共重合体の金属イオン中和物と、（ｂ）オレフィン－
不飽和カルボン酸－不飽和カルボン酸エステル３元ランダム共重合体及び／又はオレフィ
ン－不飽和カルボン酸－不飽和カルボン酸エステル３元ランダム共重合体の金属イオン中
和物とを重量比で１００：０～２５：７５になるように配合したベース樹脂と、
（ｅ）非アイオノマー熱可塑性エラストマーとを
重量比で１００：０～５０：５０になるように配合した樹脂成分１００重量部に対して、
（ｃ）分子量が２８０～１５００の脂肪酸及び／又はその誘導体　　５～８０重量部と、
（ｄ）上記ベース樹脂及び（ｃ）成分中の未中和の酸基を中和できる塩基性無機金属化合
物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１～１０重量部
とを必須成分として配合してなる混合物、
　［ＩＩ］（ａ）オレフィン－不飽和カルボン酸２元ランダム共重合体及びオレフィン－
不飽和カルボン酸２元ランダム共重合体の金属イオン中和物、並びに
（ｂ）オレフィン－不飽和カルボン酸－不飽和カルボン酸エステル３元ランダム共重合体
及びオレフィン－不飽和カルボン酸－不飽和カルボン酸エステル３元ランダム共重合体の
金属イオン中和物
から選ばれる１種又は２種以上のベース樹脂と、
（ｅ）非アイオノマー熱可塑性エラストマーとを
重量比で１００：０～５０：５０になるように配合した樹脂成分、
（ｃ）分子量が２８０～１５００の脂肪酸及び／又はその誘導体、
（ｄ）上記ベース樹脂及び（ｃ）成分中の未中和の酸基を中和できる金属イオン源、
（ｆ）２つ以上の反応性官能基を有する分子量２万以下の化合物
を必須成分とする混合物
を主材として形成され、上記カバーが、熱可塑性ポリウレタンを主材として厚さ０．５～
２．５ｍｍに形成され、そのデュロメーターＤ硬度が４０～６０であると共に、上記中間
層のカバーと接する最外層のデュロメーターＤ硬度より低硬度であり、
　ボールに９８０Ｎ（１００ｋｇ）の荷重を負荷した時のたわみ量が２．０～４．０ｍｍ
であることを特徴とするフォーピースソリッドゴルフボール。
【００１１】
　上記の発明によれば、良好なスピン性能、飛び性能を同時に満足すると共に、カバーと
その下の層との密着性が向上し、反発性と、耐久性が向上するという効果が得られる。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明のゴルフボールは、反発性に優れたものである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　以下、本発明につき更に詳しく説明する。
　本発明のゴルフボールは、
（Ａ）シス－１，４－結合を６０重量％以上含有し、好ましくはムーニー粘度（ＭＬ1+4

（１００℃））が４０以上である、希土類元素系触媒を用いて合成されたポリブタジエン
を主材とするゴム基材、
（Ｂ）不飽和カルボン酸及び／又はその金属塩、
（Ｃ）有機硫黄化合物、
（Ｄ）無機充填剤、
（Ｅ）有機過酸化物
を含有するゴム組成物の加硫成形物をコアとするものである。
【００１４】
　ここで、まず、上記（Ａ）成分のポリブタジエンは、シス－１，４－結合を６０％（重
量％、以下同じ）以上、好ましくは８０％以上、更に好ましくは９０％以上、最も好まし
くは９５％以上有するものであることが必要である。シス－１，４－結合が少なすぎると
反発性が低下する。
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【００１５】
　上記ポリブタジエンは、ムーニー粘度（ＭＬ1+4（１００℃））が、４０以上、好まし
くは５０以上、更に好ましくは５２以上、最も好ましくは５４以上、上限として１４０以
下、好ましくは１２０以下、更に好ましくは１００以下、最も好ましくは８０以下である
ことが好ましい。
【００１６】
　なお、本発明でいうムーニー粘度とは、いずれも回転可塑度計の１種であるムーニー粘
度計で測定される工業的な粘度の指標（ＪＩＳ　Ｋ６３００）であり、単位記号としてＭ
Ｌ1+4（１００℃）を用いる。また、Ｍはムーニー粘度、Ｌは大ロータ（Ｌ型）、１＋４
は予備加熱時間１分間、ロータの回転時間は４分間を示し、１００℃の条件下にて測定し
たことを示す。
【００１７】
　本発明で用いるポリブタジエンは、希土類元素系触媒で合成されたものであることが必
要で、希土類元素系触媒としては、公知のものを使用することができる。
【００１８】
　例えば、ランタン系列希土類元素化合物、有機アルミニウム化合物、アルモキサン、ハ
ロゲン含有化合物、更に、必要に応じルイス塩基の組み合わせよりなる触媒を挙げること
ができる。
【００１９】
　上記ランタン系列希土類元素化合物としては、原子番号５７～７１の金属ハロゲン化物
、カルボン酸塩、アルコラート、チオアルコラート、アミド等を挙げることができる。
【００２０】
　上記有機アルミニウム化合物としては、例えば、ＡｌＲ1Ｒ2Ｒ3（ここで、Ｒ1、Ｒ2及
びＲ3は、同一でも異なっていてもよく、それぞれ水素又は炭素数１～８の炭化水素残基
を表す）で示されるものを用いることができる。
【００２１】
　上記アルモキサンは、下記式（Ｉ）又は下記式（ＩＩ）で示される構造を有する化合物
を好適に挙げることができる。この場合、ファインケミカル，２３，（９），５（１９９
４）、Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．，１１５，４９７１（１９９３）、Ｊ．Ａｍ．Ｃｈ
ｅｍ．Ｓｏｃ．，１１７，６４６５（１９９５）で示されるアルモキサンの会合体でもよ
い。
【００２２】
【化１】

（式中、Ｒ4は、炭素数１～２０の炭素原子を含む炭化水素基、ｎは２以上の整数である
。）
【００２３】
　ハロゲン含有化合物としては、ＡｌＸnＲ3-n（ここで、Ｘはハロゲンを示し、Ｒは、炭
素数が１～２０の炭化水素残基であり、例えば、アルキル基、アリール基、アラルキル基
であり、ｎは、１、１．５、２又は３を示す）で示されるアルミニウムハライド、Ｍｅ3

ＳｒＣｌ、Ｍｅ2ＳｒＣｌ2、ＭｅＳｒＨＣｌ2、ＭｅＳｒＣｌ3などのストロンチウムハラ
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イド、その他、四塩化ケイ素、四塩化スズ、四塩化チタンなどの金属ハライド等が用いら
れる。
【００２４】
　ルイス塩基は、ランタン系列希土類元素化合物を錯化するのに用いることができ、例え
ば、アセチルアセトン、ケトンアルコールなどを挙げることができる。
【００２５】
　本発明においては、特に、ランタン系列希土類元素化合物としてネオジウム化合物を用
いたネオジウム系触媒の使用が、１，４－シス結合が高含量、１，２－ビニル結合が低含
量のポリブタジエンゴムを優れた重合活性で得られるので好ましく、これらの希土類元素
系触媒の具体例は、特開平１１－３５６３３号公報に記載されているものを好適に挙げる
ことができる。
【００２６】
　また、ランタン系列希土類元素化合物を用いた希土類元素系触媒の存在下でブタジエン
を重合させる場合、シス含量及びＭｗ／Ｍｎを上記範囲とするために、ブタジエン／ラン
タン系列希土類元素化合物は、モル比で１０００～２００万、特には５０００～１００万
とすることが好ましく、また、ＡｌＲ1Ｒ2Ｒ3／ランタン系列希土類元素化合物は、モル
比で１～１０００、特には３～５００とすることが好ましい。更に、ハロゲン化合物／ラ
ンタン系列希土類元素化合物は、モル比で０．１～３０、特に０．２～１５であることが
好ましい。ルイス塩基／ランタン系列希土類元素化合物は、モル比で０～３０、特に１～
１０とすることが好ましい。重合にあたっては、溶媒を使用しても、溶媒を使用せずにバ
ルク重合或いは気相重合してもよい。重合温度は、通常、－３０～１５０℃、好ましくは
１０～１００℃である。
【００２７】
　希土類元素系触媒の存在下でブタジエンを重合させる場合、溶媒を使用しても、溶媒を
使用せずにバルク重合或いは気相重合してもよく、重合温度は通常－３０～１５０℃、好
ましくは１０～１００℃とすることができる。
【００２８】
　本発明の（Ａ）成分のポリブタジエンは、上記の希土類元素触媒による重合に引き続き
、ポリマーの活性末端に末端変性剤を反応させることにより得られるものであってもよい
。
【００２９】
　変性ポリブタジエンゴムは、上記の重合に引き続き、下記〈１〉～〈７〉に記載した末
端変性剤を用いて製造することができる。
〈１〉ポリマーの活性末端にアルコキシシリル基を持つ化合物を反応させることにより得
られる。アルコキシシリル基を持つ化合物としては、エポキシ基又はイソシアナート基を
分子内に少なくとも１個有するアルコキシシラン化合物が好適に使用される。具体例とし
ては、３－グリシジルオキシプロピルトリメトキシシラン、３－グリシジルオキシプロピ
ルトリエトキシシラン、（３－グリシジルオキシプロピル）メチルジメトキシシラン、（
３－グリシジルオキシプロピル）メチルジエトキシシラン、β－（３，４－エポキシシク
ロヘキシル）トリメトキシシラン、β－（３，４－エポキシシクロヘキシル）トリエトキ
シシラン、β－（３，４－エポキシシクロヘキシル）メチルジメトキシシラン、β－（３
，４－エポキシシクロヘキシル）エチルジメトキシシラン、３－グリシジルオキシプロピ
ルトリメトキシシランの縮合物、（３－グリシジルオキシプロピル）メチルジメトキシシ
ランの縮合物などのエポキシ基含有アルコキシシラン；３－イソシアナートプロピルトリ
メトキシシラン、３－イソシアナートプロピルトリエトキシシラン、（３－イソシアナー
トプロピル）メチルジメトキシシラン、（３－イソシアナートプロピル）メチルジエトキ
シシラン、３－イソシアナートプロピルトリメトキシシランの縮合物、（３－イソシアナ
ートプロピル）メチルジメトキシシランの縮合物などのイソシアナート基含有アルコキシ
シラン化合物が挙げられる。
【００３０】
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　また、上記アルコキシシリル基を持つ化合物を活性末端に反応させる際、反応を促進さ
せるためにルイス酸を添加することもできる。ルイス酸が触媒としてカップリング反応を
促進させ、変性ポリマーのコールドフローが改良され貯蔵安定性がよくなる。ルイス酸の
具体例としては、ジアルキルスズジアルキルマレート、ジアルキルスズジカルボキシレー
ト、アルミニウムトリアルコキシドなどが挙げられる。
〈２〉Ｒ5

nＭ′Ｘ4-n、Ｍ′Ｘ4、Ｍ′Ｘ3、Ｒ5
nＭ′（－Ｒ6－ＣＯＯＲ7）4-n又はＲ5

nＭ
′（－Ｒ6－ＣＯＲ7）4-n（式中、Ｒ5及びＲ6は、同一でも異なっていてもよく、炭素数
１～２０の炭素原子を含む炭化水素基、Ｒ7は炭素数１～２０の炭素原子を含む炭化水素
基であり、側鎖にカルボニル基又はエステル基を含んでいてもよく、Ｍ′はスズ原子、ケ
イ素原子、ゲルマニウム原子又はリン原子、Ｘはハロゲン原子、ｎは０～３の整数を示す
）に対応するハロゲン化有機金属化合物、ハロゲン化金属化合物又は有機金属化合物、
〈３〉分子中に、Ｙ＝Ｃ＝Ｚ結合（式中、Ｙは炭素原子、酸素原子、チッ素原子又はイオ
ウ原子、Ｚは酸素原子、チッ素原子又はイオウ原子を示す）を含有するヘテロクムレン化
合物、
〈４〉分子中に下記結合を含有するヘテロ３員環化合物
【化２】

（式中、Ｙは、酸素原子、チッ素原子又はイオウ原子を示す。）、
〈５〉ハロゲン化イソシアノ化合物、
〈６〉Ｒ8－（ＣＯＯＨ）m　、Ｒ9（ＣＯＸ）m　、Ｒ10－（ＣＯＯ－Ｒ11）m　、Ｒ12－
ＯＣＯＯ－Ｒ13、Ｒ14－（ＣＯＯＣＯ－Ｒ15）m　、又は下記式で示されるカルボン酸、
酸ハロゲン化物、エステル化合物、炭酸エステル化合物又は酸無水物

【化３】

（式中、Ｒ8～Ｒ16は、同一でも異なっていてもよく、炭素数１～５０の炭素原子を含む
炭化水素基、Ｘはハロゲン原子、ｍは１～５の整数を示す。）、
〈７〉Ｒ17

l　Ｍ″（ＯＣＯＲ18）4-l　、Ｒ19
lＭ″（ＯＣＯ－Ｒ20－ＣＯＯＲ21）4-l、

又は下記式で示されるカルボン酸の金属塩

【化４】

（式中、Ｒ17～Ｒ23は、同一でも異なっていてもよく、炭素数１～２０の炭素原子を含む
炭化水素基、Ｍ″はスズ原子、ケイ素原子又はゲルマニウム原子、ｌは０～３の整数を示
す。）等を挙げることができる。
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【００３１】
　以上に示される末端変性剤の具体例及び反応させる方法は、例えば、特開平１１－３５
６３３号公報，特開平７－２６８１３２号公報、特開２００２－２９３９９６号公報等に
記載されているもの及び方法を挙げることができる。
【００３２】
　本発明において、上記ポリブタジエンとしては、分子量分布Ｍｗ／Ｍｎ（Ｍｗ：重量平
均分子量、Ｍｎ：数平均分子量）が、２．０以上、好ましくは２．２以上、更に好ましく
は２．４以上、最も好ましくは２．６以上であり、上限としては８．０以下、好ましくは
７．５以下、更に好ましくは４．０以下、最も好ましくは３．４以下であることが好まし
く、Ｍｗ／Ｍｎが小さすぎると作業性が低下し、大きすぎると反発性が低下する場合があ
る。
【００３３】
　本発明は、上記ポリブタジエンを主材としたゴム基材を用いるものであるが、この場合
、この主材のポリブタジエンはゴム基材中、６０％以上、好ましくは７０％以上、更に好
ましくは８０％以上、最も好ましくは８５％以上であることがよい。また、ゴム基材の１
００％が上記ポリブタジエンであってもよく、９５％以下、場合によったら９０％以下の
含有量とし得る。
【００３４】
　なお、上記ポリブタジエン以外のゴム成分としては、上記ポリブタジエン以外のポリブ
タジエン、例えばＶＩＩＩ族金属化合物触媒を用いて得られたポリブタジエン、その他の
ジエンゴム、例えばスチレンブタジエンゴム、天然ゴム、イソプレンゴム、エチレンプロ
ピレンジエンゴム等が挙げられる。
【００３５】
　この場合、上記ポリブタジエン以外のゴム成分のうちでは、ＶＩＩＩ族の触媒を用いて
合成され、ムーニー粘度（ＭＬ1+4（１００℃））が５０未満、その２５℃における５重
量％トルエン溶液の粘度ηが２００ｍＰａ・ｓ以上、４００ｍＰａ・ｓ以下である第２の
ポリブタジエンを使用することが、高い反発性、良好な作業性を得ることができる点から
好ましい。
【００３６】
　上記ＶＩＩＩ族触媒として、具体的には、下記のニッケル系触媒、コバルト系触媒を挙
げることができる。
　ここで、ニッケル系触媒としては、例えば、ニッケルケイソウ土のような１成分系、ラ
ネーニッケル／四塩化チタンのような２成分系、ニッケル化合物／有機金属／三フッ化ホ
ウ素エーテラートのような３成分系のもの等を挙げることができる。なお、ニッケル化合
物としては、担体付還元ニッケル、ラネーニッケル、酸化ニッケル、カルボン酸ニッケル
、有機ニッケル錯塩などが用いられる。また、有機金属としては、トリエチルアルミニウ
ム、トリ－ｎ－プロピルアルミニウム、トリイソブチルアルミニウム、トリ－ｎ－ヘキシ
ルアルミニウム等のトリアルキルアルミニウム、ｎ－ブチルリチウム、ｓｅｃ－ブチルリ
チウム、ｔｅｒｔ－ブチルリチウム、１，４－ジリチウムブタン等のアルキルリチウム、
ジエチル亜鉛、ジブチル亜鉛等のジアルキル亜鉛等を挙げることができる。
【００３７】
　また、コバルト系触媒としては、コバルト及びその化合物として、ラネーコバルト、塩
化コバルト、臭化コバルト、ヨウ化コバルト、酸化コバルト、硫酸コバルト、炭酸コバル
ト、リン酸コバルト、フタル酸コバルト、コバルトカルボニル、コバルトアセチルアセト
ネート、コバルトジエチルジチオカルバメート、コバルトアニリニウムナイトライト、コ
バルトジニトロシルクロリド等を挙げることができ、特にこれらの化合物とジエチルアル
ミニウムモノクロリド、ジイソブチルアルミニウムモノクロリド等のジアルキルアルミニ
ウムモノクロリド、トリエチルアルミニウム、トリ－ｎ－プロピルアルミニウム、トリイ
ソブチルアルミニウム、トリ－ｎ－ヘキシルアルミニウム等のトリアルキルアルミニウム
、エチルアルミニウムセスキクロリド等のアルミニウムアルキルセスキクロリド、塩化ア
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ルミニウム等との組み合わせを好適に挙げることができる。
【００３８】
　上記ＶＩＩＩ族系触媒、特にニッケル系触媒又はコバルト系触媒を用いて重合する場合
は、通常、溶剤、ブタジエンモノマーと併せて連続的に反応機にチャージさせ、例えば、
反応温度を５～６０℃、反応圧力を大気圧から７０数気圧の範囲で適宜選択して、上記ム
ーニー粘度のものが得られるように操作する方法を挙げることができる。
【００３９】
　上記第２のポリブタジエンのムーニー粘度は、５０未満であり、好ましくは４８以下、
更に好ましくは４５以下である。この場合、ムーニー粘度の下限としては、１０以上、よ
り好ましくは２０以上、更に好ましくは２５以上、最も好ましくは３０以上であることが
好ましい。
　また、第２のポリブタジエンの２５℃における５重量％トルエン溶液の粘度ηが２００
ｍＰａ・ｓ以上、より好ましくは２１０ｍＰａ・ｓ以上、更に好ましくは２３０ｍＰａ・
ｓ以上、特に好ましくは２５０ｍＰａ・ｓ以上で、４００ｍＰａ・ｓ以下、より好ましく
は３７０ｍＰａ・ｓ以下、更に好ましくは３４０ｍＰａ・ｓ以下、特に好ましくは３００
ｍＰａ・ｓ以下であることが好ましい。
【００４０】
　なお、本発明でいう２５℃における５％トルエン溶液の粘度η（ｍＰａ・ｓ）とは、測
定対象のポリブタジエン２．２８ｇをトルエン５０ｍｌに溶解した後、標準液として粘度
計構成用標準液（ＪＩＳ　Ｚ８８０９）を用いて、所定の粘度計により２５℃の条件下で
測定した値のことをいうものとする。
【００４１】
　上記第２のポリブタジエンの配合量は、ゴム基材中、０％以上、好ましくは５％以上、
より好ましくは１０％以上で、４０％以下、より好ましくは３０％以下、更に好ましくは
２０％以下、最も好ましくは１５％以下とすることが好ましい。
【００４２】
　次に、（Ｂ）成分の不飽和カルボン酸としては、アクリル酸、メタクリル酸、マレイン
酸、フマル酸等が挙げられ、特にアクリル酸、メタクリル酸が好ましい。不飽和カルボン
酸の金属塩としては、亜鉛塩、マグネシウム塩等が挙げられ、中でもアクリル酸亜鉛が好
適に用いられる。
【００４３】
　上記（Ｂ）成分の不飽和カルボン酸／塩の配合量は、上記（Ａ）成分のゴム基材１００
部（重量部、以下同じ）に対し、１０部以上、より好ましくは１５部以上、更に好ましく
は２０部以上であり、６０部以下、より好ましくは５０部以下、更に好ましくは４５部以
下、最も好ましくは４０部以下とすることが好ましい。
【００４４】
　（Ｃ）成分の有機硫黄化合物としては、例えば、チオフェノール、チオフトール、ハロ
ゲン化チオフェノール又はそれらの金属塩が挙げられる。より具体的には、ペンタクロロ
チオフェノール、ペンタフルオロチオフェノール、ペンタブロモチオフェノール、パラク
ロロチオフェノール又はそれらの亜鉛塩、硫黄数が２～４のジフェニルポリスルフィド、
ジベンジルポリスルフィド、ジベンゾイルポリスルフィド、ジベンゾチアゾイルポリスル
フィド、ジチオベンゾイルポリスルフィド、アルキルフェニルジスルフィド類、フラン環
を有する硫黄化合物類、チオフェン環を有する硫黄化合物類が挙げられるが、特に、ペン
タクロロチオフェノールの亜鉛塩、ジフェニルジスルフィドを好適に用いることができる
。
【００４５】
　その配合量は、（Ａ）成分のゴム基材１００部に対し、０．１部以上、より好ましくは
０．２部以上、更に好ましくは０．４部以上、最も好ましくは０．７部以上で、５部以下
、より好ましくは４部以下、更に好ましくは３部以下、最も好ましくは２部以下、特に好
ましくは１．５部以下であることが必要である。その配合量が少なすぎると、反発性を向
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上させる効果がなく、多すぎると、硬度が軟らかくなりすぎ、十分な反発性が得られない
。
【００４６】
　（Ｄ）成分の無機充填剤としては、酸化亜鉛、硫酸バリウム、炭酸カルシウム等が挙げ
られ、その配合量は（Ａ）成分１００部に対し、５部以上、より好ましくは７部以上、更
に好ましくは１０部以上、最も好ましくは１３部以上で、８０部以下、より好ましくは６
５部以下、更に好ましくは５０部以下、最も好ましくは４０部以下とする。配合量が多す
ぎたり、少なすぎたりすると、適正な重量及び好適な反発性を得ることができない。
【００４７】
　（Ｅ）有機過酸化物としては、公知のものを単独使用することができるが、好ましくは
２種以上を組み合わせて用いることができる。この場合、特には反発性の点から、１５５
℃における半減期が一番短い有機過酸化物を（ａ）、１５５℃における半減期が一番長い
有機過酸化物を（ｂ）とし、（ａ）の半減期をａt、（ｂ）の半減期をｂtとした場合、半
減期の比ｂt／ａtが７以上、好ましくは８以上、より好ましくは９以上、更に好ましくは
１０以上で、２０以下、より好ましくは１８以下、更に好ましくは１６以下であるものを
使用することが好適である。２種以上の有機過酸化物を用いても、上記範囲を逸脱した場
合、反発性、コンプレッション、耐久性に劣る場合がある。
【００４８】
　この場合、（ａ）の１５５℃における半減期ａtは、５秒以上、より好ましくは１０秒
以上、更に好ましくは１５秒以上で、１２０秒以下、より好ましくは９０秒以下、更に好
ましくは６０秒以下であることが好ましく、（ｂ）の１５５℃における半減期ｂtは、３
００秒以上、より好ましくは３６０秒以上、更に好ましくは４２０秒以上で、８００秒以
下、より好ましくは７００秒以下、更に好ましくは６００秒以下であることが好ましい。
【００４９】
　ここで、有機過酸化物として具体的には、ジクミルパーオキサイド、１，１－ビス（ｔ
－ブチルパーオキシ）－３，５，５－トリメチルシクロヘキサン、α，α’－ビス（ｔ－
ブチルパーオキシ）ジイソプロピルベンゼン等が挙げられる。これら有機過酸化物は市販
品を用いることができ、例えば、パークミルＤ（日本油脂社製）、パーヘキサ３Ｍ（日本
油脂社製）、Ｌｕｐｅｒｃｏ　２３１ＸＬ（アトケム社製）等が挙げられる。この場合、
上記（ａ）成分の有機過酸化物としては、１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）－３，
５，５－トリメチルシクロヘキサンが好ましく、（ｂ）成分の有機過酸化物としては、ジ
クミルパーオキサイドが好ましい。
【００５０】
　また、上記（Ｅ）成分の有機過酸化物の総配合量は、上記（Ａ）成分１００部に対して
０．１部以上、好ましくは０．２部以上、より好ましくは０．３部以上、更に好ましくは
０．４部以上であり、０．８部以下、好ましくは０．７部以下、より好ましくは０．６部
以下、更に好ましくは０．５部以下である。配合量が少なすぎると、架橋に要する時間が
長くなり、生産性の低下が大きく、コンプレッションも大きく低下してしまうおそれがあ
る。配合量が多すぎると、反発性、耐久性が低下してしまうおそれがある。
【００５１】
　この場合、（ａ）成分の添加量は、（Ａ）成分１００部に対し、０．０５部以上、より
好ましくは０．０８部以上、更に好ましくは０．１部以上で、０．５部以下、より好まし
くは０．４部以下、更に好ましくは０．３部以下であることが好ましく、（ｂ）成分の添
加量は０．０５部以上、より好ましくは０．１５部以上、更に好ましくは０．２部以上で
、０．７部以下、より好ましくは０．６部以下、更に好ましくは０．５部以下であること
が好ましい。
【００５２】
　なおまた、必要に応じ、老化防止剤を（Ａ）成分１００部に対し、０．０５部以上、よ
り好ましくは０．１部以上、更に好ましくは０．２部以上で、３部以下、より好ましくは
２部以下、更に好ましくは１部以下、最も好ましくは０．５部以下を配合することができ
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る。なお、老化防止剤としては市販品を用いることができ、例えば、ノクラックＮＳ－６
、同ＮＳ－３０（大内新興化学工業（株）製、ヨシノックス４２５（吉富製薬（株）製）
等が挙げられる。
【００５３】
　本発明の加硫成形物（コア）は、上述したゴム組成物を、公知のゴルフボール用ゴム組
成物と同様の方法で加硫・硬化させることによって得ることができる。加硫条件は、例え
ば、加硫温度１００～２００℃、加硫時間１０～４０分にて実施することができる。
【００５４】
　本発明において、上記コアの硬度は、後述する各種ゴルフボールの使用態様に応じて適
宜調整することができ、特に制限されるものではなく、断面硬度は、中心から成形物表面
までが平坦であっても中心と成形物表面までに硬度差があってもいずれの場合であっても
よいが、９８０Ｎ（１００ｋｇ）荷重負荷時のたわみ量が２．５ｍｍ以上、より好ましく
は２．７ｍｍ以上、更に好ましくは３．０ｍｍ以上で、６．０ｍｍ以下、より好ましくは
５．５ｍｍ以下、更に好ましくは５．０ｍｍ以下である。硬く、たわみ量が少なすぎると
、打感が悪くなると共に、特にドライバーなどのボールに大変形が生じるロングショット
時にスピンが増えすぎて飛ばなくなり、軟らかすぎると、打感が鈍くなると共に、反発が
十分でなくなり飛ばなくなる上、繰り返し打撃による割れ耐久性が悪くなる場合がある。
　なお、コアの直径は、３０．０ｍｍ以上、好ましくは３２．０ｍｍ以上であり、４０．
０ｍｍ以下、好ましくは３９．０ｍｍ以下である。
　また、コアの比重は、通常０．９以上、好ましくは１．０以上、更に好ましくは１．１
以上、上限として１．４以下、好ましくは１．３以下、更に好ましくは１．２以下である
ことが推奨される。
【００５５】
　本発明のマルチピースソリッドゴルフボールは、上記コアを被覆する１層以上の中間層
（フォーピースソリッドゴルフボールの場合は、内外２層の中間層）と、この中間層を被
覆するカバーとを備える。
　中間層としては、熱可塑性樹脂にて形成することが好ましい。この場合、中間層の少な
くとも１層が下記［Ｉ］又は［ＩＩ］の材料であることが好ましい。
［Ｉ］（ａ）オレフィン－不飽和カルボン酸２元ランダム共重合体及び／又はオレフィン
－不飽和カルボン酸２元ランダム共重合体の金属イオン中和物と、（ｂ）オレフィン－不
飽和カルボン酸－不飽和カルボン酸エステル３元ランダム共重合体及び／又はオレフィン
－不飽和カルボン酸－不飽和カルボン酸エステル３元ランダム共重合体の金属イオン中和
物とを重量比で１００：０～２５：７５になるように配合したベース樹脂と、
（ｅ）非アイオノマー熱可塑性エラストマーとを
重量比で１００：０～５０：５０になるように配合した樹脂成分１００重量部に対して、
（ｃ）分子量が２８０～１５００の脂肪酸及び／又はその誘導体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５～８０重量部と、
（ｄ）上記ベース樹脂及び（ｃ）成分中の未中和の酸基を中和できる塩基性無機金属化合
物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１～１０重量部
とを必須成分として配合してなる混合物。
［ＩＩ］（ａ）オレフィン－不飽和カルボン酸２元ランダム共重合体及びオレフィン－不
飽和カルボン酸２元ランダム共重合体の金属イオン中和物、並びに
（ｂ）オレフィン－不飽和カルボン酸－不飽和カルボン酸エステル３元ランダム共重合体
及びオレフィン－不飽和カルボン酸－不飽和カルボン酸エステル３元ランダム共重合体の
金属イオン中和物
から選ばれる１種又は２種以上のベース樹脂と、
（ｅ）非アイオノマー熱可塑性エラストマーとを
重量比で１００：０～５０：５０になるように配合した樹脂成分、
（ｃ）分子量が２８０～１５００の脂肪酸及び／又はその誘導体、
（ｄ）上記ベース樹脂及び（ｃ）成分中の未中和の酸基を中和できる金属イオン源、



(15) JP 4706875 B2 2011.6.22

10

20

30

40

50

（ｆ）２つ以上の反応性官能基を有する分子量２万以下の化合物
を必須成分とする混合物。
【００５６】
　ここで、［Ｉ］の材料において、上記ベース樹脂中のオレフィンは、（ａ）成分、（ｂ
）成分のいずれであっても、炭素数が、通常２以上、上限として８以下、特に６以下のも
のが好ましく、具体的には、エチレン、プロピレン、ブテン、ペンテン、ヘキセン、ヘプ
テン、オクテン等を挙げることができ、特にエチレンであることが好ましい。
【００５７】
　また、不飽和カルボン酸としては、例えば、アクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、
フマル酸等を挙げることができ、特にアクリル酸、メタクリル酸であることが好ましい。
【００５８】
　更に、不飽和カルボン酸エステルとしては、上述した不飽和カルボン酸の低級アルキル
エステルが好適で、具体的には、メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル
酸プロピル、メタクリル酸ブチル、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸プ
ロピル、アクリル酸ブチル等を挙げることができ、特にアクリル酸ブチル（ｎ－アクリル
酸ブチル、ｉ－アクリル酸ブチル）であることが好ましい。
【００５９】
　（ａ）成分のオレフィン－不飽和カルボン酸２元ランダム共重合体及び（ｂ）成分のオ
レフィン－不飽和カルボン酸－不飽和カルボン酸エステル３元ランダム共重合体（以下、
（ａ）成分及び（ｂ）成分中の共重合体を総称してランダム共重合体という）は、それぞ
れ、上述した材料を調整し、公知の方法によりランダム共重合させることにより得ること
ができる。
【００６０】
　上記ランダム共重合体は、不飽和カルボン酸の含量（酸含量）が調整されたものである
ことが推奨される。ここで、（ａ）成分のランダム共重合体に含まれる不飽和カルボン酸
の含量は、通常４重量％以上、好ましくは６重量％以上、より好ましくは８重量％以上、
更に好ましくは１０重量％以上、上限としては３０重量％以下、好ましくは２０重量％以
下、より好ましくは１８重量％以下、更に好ましくは１５重量％以下であることが推奨さ
れる。
【００６１】
　同様に（ｂ）成分のランダム共重合体に含まれる不飽和カルボン酸の含量は、通常４重
量％以上、好ましくは６重量％以上、より好ましくは８重量％以上、上限としては１５重
量％以下、好ましくは１２重量％以下、より好ましくは１０重量％以下であることが推奨
される。ランダム共重合体の酸含量が少なすぎると反発性が低下する場合があり、多すぎ
ると加工性が低下する場合がある。
【００６２】
　（ａ）成分のオレフィン－不飽和カルボン酸２元ランダム共重合体の金属イオン中和物
及び（ｂ）成分のオレフィン－不飽和カルボン酸－不飽和カルボン酸エステル３元ランダ
ム共重合体の金属イオン中和物（以下、（ａ）成分及び（ｂ）成分中の共重合体の金属イ
オン中和物を総称してランダム共重合体の金属イオン中和物という）は、上記ランダム共
重合体中の酸基を金属イオンで部分的に中和することにより得ることができる。
【００６３】
　ここで、酸基を中和する金属イオンとしては、例えば、Ｎａ+、Ｋ+、Ｌｉ+、Ｚｎ++、
Ｃｕ++、Ｍｇ++、Ｃａ++、Ｃｏ++、Ｎｉ++、Ｐｂ++等を挙げることができ、好ましくはＮ
ａ+、Ｌｉ+、Ｚｎ++、Ｍｇ++等を好適に用いることができ、更に好ましくはＺｎ++である
ことが推奨される。
【００６４】
　上記ランダム共重合体の金属イオン中和物を得るには、上記ランダム共重合体に対して
、上記金属イオンで中和すればよく、例えば、上記金属イオンのギ酸塩、酢酸塩、硝酸塩
、炭酸塩、炭酸水素塩、酸化物、水酸化物及びアルコキシド等の化合物を使用して中和す
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る方法などを採用することができる。これら金属イオンのランダム共重合体に対する中和
度は特に限定されるものではない。
【００６５】
　ランダム共重合体の金属イオン中和物としては、亜鉛イオン中和型アイオノマー樹脂を
好適に使用でき、材料のメルトフローレートを増加させ、後述する最適なメルトフローレ
ートに調整することが容易で、成形性を改良することができる。
【００６６】
　上記（ａ）成分と（ｂ）成分のベース樹脂は、市販品を使用してもよく、例えば、（ａ
）成分のランダム共重合体として、ニュクレル１５６０、同１２１４、同１０３５（いず
れも三井・デュポンポリケミカル社製）、ＥＳＣＯＲ５２００、同５１００、同５０００
（いずれもＥＸＸＯＮＭＯＢＩＬ　ＣＨＥＭＩＣＡＬ社製）等を、（ｂ）成分のランダム
共重合体として、例えば、ニュクレルＡＮ４３１１、同ＡＮ４３１８（いずれも三井・デ
ュポンポリケミカル社製）、ＥＳＣＯＲ　ＡＴＸ３２５、同ＡＴＸ３２０、同ＡＴＸ３１
０（いずれもＥＸＸＯＮＭＯＢＩＬ　ＣＨＥＭＩＣＡＬ社製）等を挙げることができる。
【００６７】
　また、（ａ）成分のランダム共重合体の金属イオン中和物として、例えば、ハイミラン
１５５４、同１５５７、同１６０１、同１６０５、同１７０６、同ＡＭ７３１１（いずれ
も三井・デュポンポリケミカル社製）、サーリン７９３０（米国デュポン社製）、アイオ
テック３１１０、同４２００（ＥＸＸＯＮＭＯＢＩＬ　ＣＨＥＭＩＣＡＬ社製）等を、（
ｂ）成分のランダム共重合体の金属イオン中和物として、例えば、ハイミラン１８５５、
同１８５６、同ＡＭ７３１６（いずれも三井・デュポンポリケミカル社製）、サーリン６
３２０、同８３２０、同９３２０、同８１２０（いずれも米国デュポン社製）、アイオテ
ック７５１０、同７５２０（いずれもＥＸＸＯＮＭＯＢＩＬ　ＣＨＥＭＩＣＡＬ社製）等
をそれぞれ挙げることができる。上記ランダム共重合体の金属イオン中和物として好適な
亜鉛中和型アイオノマー樹脂としては、ハイミラン１７０６、同１５５７、同ＡＭ７３１
６等を挙げることができる。
【００６８】
　上記ベース樹脂の調製に際しては、（ａ）成分と（ｂ）成分との配合が重量比で１００
：０～２５：７５、好ましくは１００：０～５０：５０、より好ましくは１００：０～７
５：２５、更に好ましくは１００：０にすることが必要である。（ａ）成分の配合量が少
なすぎると、材料の成形物の反発性が低下する。
【００６９】
　また、（ａ）成分及び（ｂ）成分のベース樹脂は、上記調製に加えて更にランダム共重
合体とランダム共重合体の金属イオン中和物との配合比を調整することにより、成形性を
より良好にすることができ、ランダム共重合体：ランダム共重合体の金属イオン中和物は
、通常０：１００～６０：４０、好ましくは０：１００～４０：６０、より好ましくは０
：１００～２０：８０、更に好ましくは０：１００であることが推奨される。ランダム共
重合体の配合量が多すぎると、ミキシング時の成形性が低下する場合がある。
【００７０】
　（ｅ）成分は、打撃時のフィーリング、反発性をより一層向上させるための任意成分で
、本発明においては、上記ベース樹脂と（ｅ）成分とを総称して樹脂成分という。（ｅ）
成分は、アイオノマー樹脂以外の非アイオノマー熱可塑性エラストマーで、具体的には、
オレフィン系エラストマー、スチレン系エラストマー、ポリエステル系エラストマー、ウ
レタン系エラストマー、ポリアミド系エラストマー等を挙げることができ、反発性を更に
高めることができる点から、特にオレフィン系エラストマー、ポリエステル系エラストマ
ーを好適に使用することができる。
【００７１】
　上記（ｅ）成分は、市販品を使用してもよく、例えば、オレフィン系エラストマーとし
て、ダイナロン（ＪＳＲ社製）、ポリエステル系エラストマーとして、ハイトレル（東レ
・デュポン社製）等を挙げることができる。
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【００７２】
　（ｅ）成分の配合量は、本発明のベース樹脂１００重量部に対し、通常０重量部以上、
特に１重量部以上、好ましくは２重量部以上、より好ましくは３重量部以上、更に好まし
くは４重量部以上、上限として１００重量部以下、好ましくは６０重量部以下、より好ま
しくは４０重量部以下、更に好ましくは２０重量部以下であることが推奨される。配合量
が多すぎると、混合物の相溶性が低下し、ゴルフボールの耐久性が著しく低下する可能性
がある。
【００７３】
　次に、（ｃ）成分は、分子量２８０以上１５００以下の脂肪酸又はその誘導体であり、
上記ベース樹脂と比較して分子量が極めて小さく、混合物の溶融粘度を適度に調整し、特
に流動性の向上に寄与する成分である。本発明の（ｃ）成分は、比較的高含量の酸基（誘
導体）を含み、反発性の過度の損失を抑制できる。
【００７４】
　（ｃ）成分の脂肪酸又はその誘導体の分子量は、２８０以上、好ましくは３００以上、
より好ましくは３３０以上、更に好ましくは３６０以上、上限としては１５００以下、好
ましくは１０００以下、より好ましくは６００以下、更に好ましくは５００以下であるこ
とが必要である。分子量が少なすぎる場合は耐熱性が改良できず、多すぎる場合は流動性
が改善できない。
【００７５】
　（ｃ）成分の脂肪酸又はその脂肪酸誘導体としては、例えば、アルキル基中に二重結合
又は三重結合を含む不飽和脂肪酸（誘導体）やアルキル基中の結合が単結合のみで構成さ
れる飽和脂肪酸（誘導体）を同様に好適に使用できるが、いずれの場合も１分子中の炭素
数が、通常１８以上、好ましくは２０以上、より好ましくは２２以上、更に好ましくは２
４以上、上限として８０以下、好ましくは６０以下、より好ましくは４０以下、更に好ま
しくは３０以下であることが推奨される。炭素数が少なすぎると、耐熱性の改善が達成で
きない上、酸基の含有量が多すぎて、ベース樹脂に含まれる酸基との相互作用により流動
性の改善の効果が少なくなってしまう場合がある。一方、炭素数が多すぎる場合には、分
子量が大きくなるために、流動性改質の効果が顕著に表れない場合がある。
【００７６】
　ここで、（ｃ）成分の脂肪酸として、具体的には、ステアリン酸、１２－ヒドロキシス
テアリン酸、ベヘニン酸、オレイン酸、リノール酸、リノレン酸、アラキジン酸、リグノ
セリン酸などが拳げられ、好ましくは、ステアリン酸、アラキジン酸、ベヘニン酸、リグ
ノセリン酸、更に好ましくはベヘニン酸を挙げることができる。
【００７７】
　また、上記（ｃ）成分の脂肪酸誘導体は、上述した脂肪酸の酸基に含まれるプロトンを
金属イオンにより置換した金属せっけんを例示できる。この場合、金属イオンとしては、
例えば、Ｎａ+、Ｌｉ+、Ｃａ++、Ｍｇ++、Ｚｎ++、Ｍｎ++、Ａｌ+++、Ｎｉ++、Ｆｅ++、
Ｆｅ+++、Ｃｕ++、Ｓｎ++、Ｐｂ++、Ｃｏ++等を挙げることができ、特にＣａ++、Ｍｇ++

、Ｚｎ++が好ましい。
【００７８】
　（ｃ）成分の脂肪酸誘導体として、具体的には、ステアリン酸マグネシウム、ステアリ
ン酸カルシウム、ステアリン酸亜鉛、１２－ヒドロキシステアリン酸マグネシウム、１２
－ヒドロキシステアリン酸カルシウム、１２－ヒドロキシステアリン酸亜鉛、アラキジン
酸マグネシウム、アラキジン酸カルシウム、アラキジン酸亜鉛、べヘニン酸マグネシウム
、べヘニン酸カルシウム、ベヘニン酸亜鉛、リグノセリン酸マグネシウム、リグノセリン
酸カルシウム、リグノセリン酸亜鉛等を挙げることができ、特にステアリン酸マグネシウ
ム、ステアリン酸カルシウム、ステアリン酸亜鉛、アラキジン酸マグネシウム、アラキジ
ン酸カルシウム、アラキジン酸亜鉛、ベヘニン酸マグネシウム、ベヘニン酸カルシウム、
べヘニン酸亜鉛、リグノセリン酸マグネシウム、リグノセリン酸カルシウム、リグノセリ
ン酸亜鉛等を好適に使用することができる。
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【００７９】
　本発明においては、上記（ａ）成分と（ｂ）成分とからなるベース樹脂と、上記（ｃ）
成分とを合わせたものとして、公知の金属せっけん変性アイオノマー（米国特許第５３１
２８５７号明細書，米国特許第５３０６７６０号明細書，国際公開第９８／４６６７１号
パンフレット等）等を使用することもできる。
【００８０】
　（ｄ）成分は、上記ベース樹脂及び（ｃ）成分中の酸基を中和できる塩基性無機金属化
合物である。（ｄ）成分が配合されないと金属せっけん変性アイオノマー樹脂（例えば、
上記特許公報に記載された金属せっけん変性アイオノマー樹脂のみ）を単独で使用した場
合には、加熱混合時に金属せっけんとアイオノマー樹脂に含まれる未中和の酸基が交換反
応して多量の脂肪酸を発生させ、発生した脂肪酸が熱的安定性が低く成形時に容易に気化
するため、成形不良の原因をもたらし、更に成形物の表面に付着して、塗膜密着性を著し
く低下させるという問題を起こす。
【００８１】

【化５】

（１）アイオノマー樹脂に含まれる未中和の酸基
（２）金属せっけん
（３）脂肪酸
Ｘ　金属陽イオン
【００８２】
　これに対し、（ｄ）成分として、上記ベース樹脂及び（ｃ）成分中に含まれる酸基を中
和する塩基性無機金属化合物を必須成分として配合し、成形物の反発性の改良を図るもの
である。
【００８３】
　即ち、上記（ｄ）成分は、材料中に必須成分として配合されることにより、上記ベース
樹脂と（ｃ）成分中の酸基が適度に中和されるだけでなく、各成分の適正化による相乗効
果で、混合物の熱安定性を高め、良好な成形性の付与と反発性の向上を図ることができる
ものである。
【００８４】
　ここで、（ｄ）成分の塩基性無機金属化合物は、ベース樹脂との反応性が高く、反応副
生成物に有機酸を含まないため、熱安定性を損なうことなく、混合物の中和度を上げられ
るものであることが推奨される。
【００８５】
　上記（ｄ）成分の塩基性無機金属化合物中の金属イオンは、例えば、Ｌｉ+、Ｎａ+、Ｋ
+、Ｃａ++、Ｍｇ++、Ｚｎ++、Ａｌ+++、Ｎｉ++、Ｆｅ++、Ｆｅ+++、Ｃｕ++、Ｍｎ++、Ｓ
ｎ++、Ｐｂ++、Ｃｏ++等を挙げることができる。塩基性無機金属化合物としては、これら
金属イオンを含む公知の塩基性無機充填剤を使用することができ、具体的には、酸化マグ
ネシウム、水酸化マグネシウム、炭酸マグネシウム、酸化亜鉛、水酸化ナトリウム、炭酸
ナトリウム、酸化カルシウム、水酸化カルシウム、水酸化リチウム、炭酸リチウム等を挙
げることができるが、特に水酸化物、又は一酸化物であることが推奨され、より好ましく
はベース樹脂との反応性の高い水酸化カルシウム、酸化マグネシウム、更に好ましくは水
酸化カルシウムであることが推奨される。
【００８６】
　上記［Ｉ］の材料は、（ａ）成分及び（ｂ）成分とを所定量配合したベース樹脂と、任
意の（ｅ）成分を配合した樹脂成分に対し、所定量の（ｃ）成分と（ｄ）成分とをそれぞ
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れ配合することにより、熱安定性、流動性、成形性に優れ、反発性の飛躍的な向上を成形
物に付与できる。
【００８７】
　（ｃ）成分と（ｄ）成分の配合量は、上記（ａ）、（ｂ）、（ｅ）成分を適宜配合した
樹脂成分１００重量部に対して、（ｃ）成分の配合量が、５重量部以上、好ましくは１０
重量部以上、より好ましくは１５重量部以上、更に好ましくは１８重量部以上、上限とし
て８０重量部以下、好ましくは４０重量部以下、より好ましくは２５重量部以下、更に好
ましくは２２重量部以下、（ｄ）成分の配合量を０．１重量部以上、好ましくは０．５重
量部以上、より好ましくは１重量部以上、更に好ましくは２重量部以上、上限としては１
０重量部以下、好ましくは８重量部以下、より好ましくは６重量部以下、更に好ましくは
５重量部以下にする必要がある。（ｃ）成分の配合量が少なすぎると溶融粘度が低くなり
加工性が低下し、多すぎると耐久性が低下する。（ｄ）成分の配合量が少なすぎると熱安
定性、反発性の向上が見られず、多すぎると過剰の塩基性無機金属化合物によりゴルフボ
ール用材料の耐熱性が却って低下する。
【００８８】
　上記［Ｉ］の材料は、上述した樹脂成分、（ｃ）成分、（ｄ）成分をそれぞれ所定量配
合してなるものであるが、材料中の酸基の５０モル％以上、好ましくは６０モル％以上、
より好ましくは７０モル％以上、更に好ましくは８０モル％以上が中和されていることが
推奨される。このような高中和化により、上述した従来技術のベース樹脂と脂肪酸（誘導
体）のみを使用した場合に問題となる交換反応をより確実に抑制し、脂肪酸の発生を防ぐ
ことができる上、熱的安定性が著しく向上し、成形性が良好で、従来のアイオノマー樹脂
と比較して反発性に非常に優れた成形物を得ることができる。
【００８９】
　ここで、中和度とは、ベース樹脂と（ｃ）成分の脂肪酸（誘導体）の混合物中に含まれ
る酸基の中和度であり、ベース樹脂中のランダム共重合体の金属イオン中和物としてアイ
オノマー樹脂を使用した場合におけるアイオノマー樹脂自体の中和度とは異なる。中和度
が同じ混合物と同中和度のアイオノマー樹脂のみとを比較した場合、該混合物は、非常に
多くの金属イオンを含むため、反発性の向上に寄与するイオン架橋が高密度化し、成形物
に優れた反発性を付与できる。
【００９０】
　なお、上記［Ｉ］の材料において、高中和化と優れた流動性をより確実に両立するため
に、上記混合物の酸基が遷移金属イオンと、アルカリ金属及び／又はアルカリ土類金属イ
オンとで中和されていることが推奨される。遷移金属イオンによる中和は、アルカリ（土
類）金属イオンと比較してイオン凝集力が弱いが、これら種類の異なるイオンを併用して
、混合物中の酸基の中和を行うことにより、流動性の著しい改良を図ることができる。
【００９１】
　上記遷移金属イオンと、アルカリ金属及び／又はアルカリ土類金属イオンとのモル比は
、通常１０：９０～９０：１０、好ましくは２０：８０～８０：２０、より好ましくは３
０：７０～７０：３０、更に好ましくは４０：６０～６０：４０であることが推奨される
。遷移金属イオンのモル比が小さすぎると流動性を改善する効果が十分に付与されない場
合があり、遷移金属イオンのモル比が大きすぎると反発性が低下する場合がある。
【００９２】
　上記金属イオンは、遷移金属イオンとしては、亜鉛イオン等を挙げることができ、また
、アルカリ金属イオン又はアルカリ土類金属イオンとしては、ナトリウムイオン、リチウ
ムイオン及びマグネシウムイオン等から選ばれる少なくとも１種のイオンを挙げることが
できるが、これらは特に制限されるものではない。
【００９３】
　遷移金属イオンとアルカリ金属イオン又はアルカリ土類金属イオンとで上記所望量の酸
基が中和された混合物を得るには、公知の方法を採用でき、例えば、遷移金属イオン（亜
鉛イオン）により中和する方法は、上記脂肪酸誘導体に亜鉛せっけんを用いる方法、ベー
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ス樹脂として（ａ）成分と（ｂ）成分とを配合する際に亜鉛イオン中和物（例えば、亜鉛
イオン中和型アイオノマー樹脂）を使用する方法、（ｄ）成分の塩基性無機金属化合物に
亜鉛酸化物等の亜鉛化合物を用いる方法などを挙げることができる。
【００９４】
　上記［Ｉ］の材料は、更に心要に応じて任意に種々の添加剤を配合することができ、材
料の用途に応じて調製できる。例えば、カバー材にする場合には、上記必須成分に加えて
、顔料、分散剤、老化防止剤、紫外線吸収剤、光安定剤などを加えることができる。これ
ら添加剤を配合する場合、その配合量は、［Ｉ］の材料の必須成分（樹脂成分、（ｃ）成
分、（ｄ）成分）の配合量の総和１００重量部に対し、好ましくは０．１重量部以上、よ
り好ましくは０．５重量部以上、更に好ましくは１重量部以上、上限として１０重量部以
下、より好ましくは６重量部以下、更に好ましくは４重量部以下になるように配合するこ
とができる。
【００９５】
　上記［Ｉ］の材料を得るには、上述した必須成分と必要により任意成分を配合した混合
物を得ればよく、加熱混合条件として、例えば、加熱温度１５０～２５０℃、混合機とし
て、例えば、混練型二軸押出機、バンバリー、ニーダー等のインターナルミキサーなどを
用いて混練することができる。この場合、配合方法に特に制限はなく、本発明の上記必須
成分と共に配合して同時に加熱混合する方法、上記必須成分を予め加熱混合をした後、任
意の添加剤を加えて更に加熱混合する方法等を採用できる。
【００９６】
　［Ｉ］の材料は、射出成形に特に適した流動性を確保し、成形性を改良するため、メル
トフローレートを調整することが好ましく、この場合、ＪＩＳ－Ｋ７２１０で試験温度１
９０℃、試験荷重２１．１８Ｎ（２．１６ｋｇｆ）に従って測定したときのメルトフロー
レート（ＭＦＲ）が、通常０．５ｄｇ／ｍｉｎ以上、好ましくは１ｄｇ／ｍｉｎ以上、よ
り好ましくは１．５ｄｇ／ｍｉｎ以上、更に好ましくは２ｄｇ／ｍｉｎ以上であり、上限
として２０ｄｇ／ｍｉｎ以下、好ましくは１０ｄｇ／ｍｉｎ以下、より好ましくは５ｄｇ
／ｍｉｎ以下、更に好ましくは３ｄｇ／ｍｉｎ以下に調整されることが推奨される。メル
トフローレートが、大きすぎても小さすぎても加工性が著しく低下する場合がある。
【００９７】
　また、［Ｉ］の材料は、赤外吸収測定において、通常検出される１６９０～１７１０ｃ
ｍ-1のカルボニル伸縮振動に帰属する吸収ピークの吸光度に対する１５３０～１６３０ｃ
ｍ-1のカルボキシラートアニオン伸縮振動に帰属する吸収ピークにおける相対吸光度（カ
ルボキシラートアニオン伸縮振動に帰属する吸収ピークの吸光度／カルボニル伸縮振動に
帰属する吸収ピークの吸光度）を適正化することが好ましい。
【００９８】
　ここで、カルボキシラートアニオン伸縮振動は、プロトンを解離したカルボキシル基（
金属イオンにより中和されたカルボキシル基）をカルボニル伸縮振動は未解離のカルボキ
シル基の振動をそれぞれ意味する。そして、それぞれのピークの強度比は中和度に依存す
る。一般的に用いられる中和度が約５０モル％のアイオノマー樹脂の場合、それぞれのピ
ークの吸光度比は約１：１になる。
【００９９】
　［Ｉ］の材料の熱安定性、流動性、成形性、反発性を改良するために、材料のカルボキ
シラートアニオン伸縮振動に帰属するピークの吸光度を、カルボニル伸縮振動によるピー
クの吸光度の少なくとも１．３倍以上とすることが推奨され、好ましくは１．５倍以上、
より好ましくは２倍以上、更に好ましくはカルボニル伸縮振動に帰属するピークが存在し
ないことが推奨される。
【０１００】
　また、［Ｉ］の材料は、熱安定性を熱重量測定により測定することができるが、熱重量
測定において、２５℃における重量を基準とした２５０℃における減量率が、通常２重量
％以下、好ましくは１．５重量％以下、より好ましくは１重量％以下であることが推奨さ
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れる。
【０１０１】
　［Ｉ］の材料は、成形物のデュロメーターＤ硬度が、通常５０以上、好ましくは５３以
上、より好ましくは５６以上、更に好ましくは５８以上、上限として好ましくは７０以下
、より好ましくは６５以下、更に好ましくは６２以下になるように配合を調製することが
推奨される。デュロメーターＤ硬度が高すぎると、形成されたゴルフボールの打撃時のフ
ィーリングが著しく低下する場合があり、低すぎると、反発性が低下する場合がある。
【０１０２】
　また、［Ｉ］の材料の比重は、特に制限されるものではないが、通常０．９以上、好ま
しくは０．９２以上、より好ましくは０．９４以上、上限として１．２以下、好ましくは
１．１以下、更に好ましくは１．０５以下であることが推奨される。
【０１０３】
　一方、［ＩＩ］の材料において、（ａ）～（ｅ）成分の種類、その使用量は、［Ｉ］の
材料の（ａ）～（ｅ）成分と同様である。但し、［ＩＩ］の材料において、（ａ），（ｂ
）成分は単独使用しても、併用してもよく、併用する場合は、重量比９０：１０～１０：
９０、特に８０：２０～２０：８０の割合で併用し得る点が相違する。
【０１０４】
　また、（ｆ）成分については、以下の通りである。
（ｆ）２つ以上の反応性官能基を有する分子量２万以下の化合物
　本発明で用いられる２つ以上の反応性官能基を有する分子量２万以下の化合物としては
、１種又は２種以上の反応性官能基を１分子中に合計２個以上有する分子量２万以下、好
ましくは５０００以下のモノマー、オリゴマー、マクロモノマー等が用いられる。なお、
上記反応性官能基の数の上限は、特に制限されないが、通常６個以下である。
【０１０５】
　ここで、モノマーとは、単量体のことである。オリゴマーとは、一般的に高分子合成に
用いる単量体から得られる低分子量生成物で、通常２量体以上、分子量数千までを含めて
いる。マクロモノマーとは、末端に重合性官能基を有するオリゴマーで、各種機能性コモ
ノマーとの共重合により、グラフトポリマーの合成に利用される材料である。分子量は通
常数千～数万である。これらは一般的にプラスチック、エラストマー合成の中間材料であ
ったり、グラフトポリマーの原料として使用されるものである。近年は各種機能を持った
オリゴマー、マクロモノマーが注目されている。
【０１０６】
　反応性官能基としては、部材同士の接着性を改良できるものであれば特に制限はないが
、例えば反応性官能基が水酸基、アミノ基、カルボキシル基、エポキシ基であることが特
に好ましい。アイオノマー樹脂とのブレンドの場合、メルトフローレート（ＭＦＲ）への
影響が少ない水酸基が特に好ましい。
【０１０７】
　モノマーの例としては、１，３－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、トリメ
チロールプロパン、マンニトール、ソルビトール、多糖類等が挙げられ、オリゴマー又は
マクロモノマーとしては、例えばポリエチレングリコール、ポリヒドロキシポリオレフィ
ンオリゴマー、変性低分子量ポリエチレン、変性低分子量ポリプロピレン、変性低分子量
ポリスチレン、変性液状ゴム等が挙げられるが、これらに限定されるものではない。特に
ポリヒドロキシポリオレフィンオリゴマーやトリメチロールプロパン等が好適に用いられ
る。これらは所望により１種を単独で用いてもよいし、２種を併用してもよい。
　上記モノマー、オリゴマー又はマクロモノマーとしては市販品を用いてもよく、三菱ガ
ス化学社製のトリメチロールプロパンや、三菱化学社製ポリヒドロキシポリオレフィンオ
リゴマー（主鎖の炭素数が１５０～２００、末端に水酸基を有する。商品名ポリテールＨ
）等を挙げることができる。
【０１０８】
　上記２つ以上の反応性官能基を有する化合物の配合量は、樹脂成分１００重量部に対し
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て０．１～１００重量部、好ましくは０．２～５０重量部、より好ましくは０．３～２０
重量部、更に好ましくは０．４～１０重量部、特に好ましくは０．５～５重量部である。
添加量が少なすぎると、その配合効果が十分得られず、多すぎるとゴルフボールの物性を
低下させるおそれがある。
【０１０９】
　上記材料を得るには、上述した必須成分と必要により任意成分を配合した混合物を得れ
ばよく、加熱混合条件として、例えば、加熱温度１５０～２５０℃、混合機として、例え
ば、混練型二軸押出機、バンバリー、ニーダー等のインターナルミキサーなどを用いて混
練することができる。この場合、配合方法に特に制限はなく、本発明の上記必須成分と共
に配合して同時に加熱混合する方法、上記必須成分を予め加熱混合した後、任意の添加剤
を加えて更に加熱混合する方法等を採用できる。
【０１１０】
　なお、この材料は、射出成形に特に適した流動性を確保し、成形性を改良するため、メ
ルトフローレートを調整することが好ましく、この場合、ＪＩＳ　Ｋ７２１０で試験温度
１９０℃、試験荷重２１．１８Ｎ（２．１６ｋｇｆ）に従って測定したときのメルトフロ
ーレートが、通常０．５ｄｇ／ｍｉｎ以上、好ましくは１ｄｇ／ｍｉｎ以上、より好まし
くは１．５ｄｇ／ｍｉｎ以上、更に好ましくは２ｄｇ／ｍｉｎ以上であり、上限として２
０ｄｇ／ｍｉｎ以下、好ましくは１０ｄｇ／ｍｉｎ以下、より好ましくは５ｄｇ／ｍｉｎ
以下、更に好ましくは３ｄｇ／ｍｉｎ以下に調整されることが推奨される。メルトフロー
レートが大きすぎても小さすぎても加工性が著しく低下する場合がある。
　また、比重は、０．９～１．２、より好ましくは０．９２～１．１、更に好ましくは０
．９３～１．０５が好ましい。
　更に、デュロメーターＤ硬度は４０以上、より好ましくは４５以上、更に好ましくは５
０以上で、７０以下、より好ましくは６５以下、更に好ましくは６０以下であることが好
ましい。
　この材料は、（ｆ）成分の反応性官能基が他材料の官能基と反応し、良好な接着性を与
えることができる。
【０１１１】
　また、中間層は、その少なくとも１層を熱可塑性ポリエステルを主材として形成しても
よい。この場合、熱可塑性ポリエステルとしては、東レ・デュポン社製のハイトレル等を
使用することができる。
　特に、中間層を内外２層構成とする場合、内外のいずれかの層を上記熱可塑性ポリエス
テルを主材として形成し、他の層を上記［Ｉ］又は［ＩＩ］の材料にて形成することが、
ソフトな打感と高い反発性を両立させる点から好ましい。
【０１１２】
　上記中間層の硬度は、単層の場合、或いは２層以上の複数層の場合のいずれも、各層の
硬度範囲をデュロメーターＤ硬度で３０以上、特に３５以上で、７０以下、特に６５以下
とすることが好ましいが、後述するカバーと接する層のデュロメーターＤ硬度が４５以上
、より好ましくは５０以上で、７０以下、より好ましくは６５以下、更に好ましくは６３
以下とすることが、ソフトな打感と高い反発性を両立させる点から好ましい。
　なお、中間層が内外２層の場合、その外層の硬度は上記のようにデュロメーターＤ硬度
が４５～７０であることが好ましいが、その内層の硬度は、外層より高くても低くてもよ
いが、ソフトな打感を確保する点から内層が外層より軟らかいことが好ましい。
【０１１３】
　上記中間層の厚さは、単層の場合、或いは２層以上の複数層の場合のいずれも、各層の
厚さが０．５ｍｍ以上、特に０．８ｍｍ以上で、２．０ｍｍ以下、特に１．８ｍｍ以下で
ある。なお、中間層が複数層構成の場合（例えば内外２層構成の場合）、その合計厚さは
１．０ｍｍ以上、特に１．５ｍｍ以上で、４．０ｍｍ以下、特に３．５ｍｍ以下であるこ
とが好ましい。
【０１１４】
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　次に、カバーは、熱可塑性ポリウレタンを主材として形成される。この場合、熱可塑性
ポリウレタンとしては、下記（Ａ）の材料を併用することができる。
（Ａ）熱可塑性ポリウレタン材料
　熱可塑性ポリウレタン材料の構造は、高分子ポリオール（ポリメリックグリコール）か
らなるソフトセグメントと、ハードセグメントを構成する鎖延長剤及びジイソシアネート
からなる。ここで、原料となる高分子ポリオールとしては、従来から熱可塑性ポリウレタ
ン材料に関する技術において使用されるものはいずれも使用でき、特に制限されるもので
はないが、ポリエステル系とポリエーテル系があり、反発弾性率が高く、低温特性に優れ
た熱可塑性ポリウレタン材料を合成できる点で、ポリエーテル系の方がポリエステル系に
比べて好ましい。ポリエーテルポリオールとしてはポリテトラメチレングリコール、ポリ
プロピレングリコール等が挙げられるが、反発弾性率と低温特性の点でポリテトラメチレ
ングリコールが特に好ましい。また、高分子ポリオールの平均分量は１０００～５０００
であることが好ましく、特に反発弾性の高い熱可塑性ポリウレタン材料を合成するために
は２０００～４０００であることが好ましい。
【０１１５】
　鎖延長剤としては、従来の熱可塑性ポリウレタン材料に関する技術において使用される
ものを好適に用いることができ、例えば１，４－ブチレングリコール、１，２－エチレン
グリコール、１，３－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、２，２－ジメチル－
１，３－プロパンジオール等が挙げられるが、これらに限定されるものではない。これら
鎖延長剤の平均分子量は２０～１５０００であることが好ましい。
【０１１６】
　ジイソシアネートとしては、従来の熱可塑性ポリウレタン材料に関する技術において使
用されるものを好適に用いることができ、例えば４，４’－ジフェニルメタンジイソシア
ネート、２，４－トルエンジイソシアネート、２，６－トルエンジイソシアネートなどの
芳香族ジイソシアネートや、ヘキサメチレンジイソシアネートなどの脂肪族ジイソシアネ
ート等が挙げられるが、これらに限定されるものではない。但し、イソシアネート種によ
っては射出成形中の架橋反応をコントロールすることが困難なものがある。本発明では、
後述するイソシアネート混合物（Ｂ）との反応性の安定性から、芳香族ジイソシアネート
である４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネートが最も好ましい。
【０１１７】
　上述した材料からなる熱可塑性ポリウレタン材料としては、市販品を好適に用いること
ができ、例えはディーアイシーバイエルポリマー（株）製パンデックスＴ－８２９０、Ｔ
－８２９５、Ｔ８２６０や、大日精化工業（株）製レザミン２５９３、２５９７などが挙
げられる。
　ここで、上記熱可塑性ポリウレタン材料（Ａ）は、単独で使用するようにしてもよいが
、反発性及び耐擦過傷性をより向上させる点から、
（Ａ）熱可塑性ポリウレタン材料、
（Ｂ）１分子中に官能基として２つ以上のイソシアネート基を持つイソシアネート化合物
（ｂ－１）を、イソシアネートと実質的に反応しない熱可塑性樹脂（ｂ－２）中に分散さ
せた下記イソシアネート混合物
を主成分とする組成物（Ｃ）によりカバーを形成することが好ましい。
【０１１８】
（Ｂ）イソシアネート混合物
　イソシアネート混合物（Ｂ）は、１分子中に官能基として２つ以上のイソシアネート基
を持つイソシアネート化合物（ｂ－１）を、イソシアネートと実質的に反応しない熱可塑
性樹脂（ｂ－２）中に分散させたものである。ここで、上記イソシアネート化合物（ｂ－
１）としては、従来の熱可塑性ポリウレタン材料に関する技術において使用されるものを
好適に用いることができ、例えば４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、２，４
－トルエンジイソシアネート、２，６－トルエンジイソシアネートなどの芳香族ジイソシ
アネートや、ヘキサメチレンジイソシアネートなどの脂肪族ジイソシアネート等が挙げら
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れるが、これらに限定されるものではない。但し、反応性、作業安全性の面から、４，４
’－ジフェニルメタンジイソシアネートが最適である。
【０１１９】
　また、前記熱可塑性樹脂（ｂ－２）としては、吸水性が低く、熱可塑性ポリウレタン材
料との相溶性に優れた樹脂が好ましい。このような樹脂として、例えばポリスチレン樹脂
、ポリ塩化ビニル樹脂、ＡＢＳ樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリエステルエラストマー
（ポリエーテル・エステルブロック共重合体、ポリエステル・エステルブロック共重合体
等）が挙げられるが、反発弾性、強度の点からポリエステルエラストマー、中でもポリエ
ーテル・エステルブロック共重合体が特に好ましい。
【０１２０】
　イソシアネート混合物（Ｂ）における熱可塑性樹脂（ｂ－２）：イソシアネート化合物
（ｂ－１）の配合比は、重量比で１００：５～１００：１００、特に１００：１０～１０
０：４０であることが好ましい。熱可塑性樹脂（ｂ－２）に対４するイソシアネート化合
物（ｂ－ｌ）の配合量が少なすぎると（Ａ）との架橋反応に充分な添加量を得るためには
より多くの（Ｂ）を添加しなくてはならず、（ｂ－２）の影響が大きく作用することで（
Ｃ）の物性が不充分となり、多すぎると（ｂ－１）が混練中にすべり現象を起こし混合物
（Ｂ）の合成が困難となる。
【０１２１】
　イソシアネート混合物（Ｂ）は、例えば、熱可塑性樹脂（ｂ－２）にイソシアネート化
合物（ｂ－１）を配合し、これらを温度１３０～２５０℃のミキシングロール又はバンバ
リーミキサーで充分に混練して、ペレット化又は冷却後粉砕することにより得ることがで
きる。イソシアネート混合物（Ｂ）としては、市販品を好適に用いることができ、例えば
大日精化工業（株）製クロスネートＥＭ３０などが挙げられる。
【０１２２】
（Ｃ）組成物
　組成物（Ｃ）は、前述した熱可塑性ポリウレタン材料（Ａ）及びイソシアネート混合物
（Ｂ）を主成分とするものである。組成物（Ｃ）における熱可塑性ポリウレタン材料（Ａ
）：イソシアネート混合物（Ｂ）の配合比は、重量比で１００：１～１００：１００、特
に１００：５～１００：５０、中でも１００：１０～１００：３０であることが好ましい
。熱可塑性ポリウレタン材料（Ａ）に対するイソシアネート混合物（Ｂ）の配合量が少な
すぎると架橋効果が充分に発現せず、多すぎると未反応のイソシアネートが成形物に着色
現象を起こさせるので好ましくない。
【０１２３】
　なお、上記カバー成形材料に、上述した成分に加えて他の成分を配合することができる
。このような他の成分として、例えば熱可塑性ポリウレタン材料以外の熱可塑性高分子材
料を挙げることができ、例えばポリエステルエラストマー、ポリアミドエラストマー、ア
イオノマー樹脂、スチレンブロックエラストマー、ポリエチレン、ナイロン樹脂等を配合
することができる。この場合、熱可塑性ポリウレタン材料以外の熱可塑性高分子材料の配
合量は、必須成分である熱可塑性ポリウレタン材料１００重量部に対して０～１００重量
部、好ましくは１０～７５重量部、更に好ましくは１０～５０重量部であり、カバー材の
硬度の調整、反発性の改良、流動性の改良、接着性の改良などに応じて適宜選択される。
更に、カバー成形材料には、必要に応じて種々の添加剤を配合することができ、例えば顔
料、分散剤、酸化防止剤、耐光安定剤、紫外線吸収剤、離型剤等を適宜配合することがで
きる。
【０１２４】
　本発明に係るゴルフボールのカバーの成形では、例えば、熱可塑性ポリウレタン材料（
Ａ）にイソシアネート混合物（Ｂ）を添加してドライミキシングし、この混合物を用いて
射出成形機によりコアの周囲にカバーを成形することができる。成形温度は熱可塑性ポリ
ウレタン材料（Ａ）の種類によって異なるが、通常１５０～２５０℃の範囲で行われる。
【０１２５】
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　上記のようにして得られたゴルフボールカバーの反応形態、架橋形態としては、熱可塑
性ポリウレタン材料の残存ＯＨ基にイソシアネート基が反応してウレタン結合を形成した
り、熱可塑性ポリウレタン材料のウレタン基にイソシアネート基の付加反応が生じ、アロ
ファネート、ビュレット架橋形態を形成したりすると考えられる。この場合、カバー成形
材料の射出成形直後は架橋反応が充分に進んでいないが、成形後にアニーリングを行うこ
とにより架橋反応が進行し、ゴルフボールカバーとして有用な特性を保持するようになる
。アニーリングとは、カバーを一定温度、一定時間で加熱熟成したり、室温で一定期間熟
成したりすることをいう。
【０１２６】
　上記カバー材の表面硬度は、ＪＩＳ　Ｋ６２５３に準拠したデュロメーターＤ硬度で４
０～６０、特に４３～６０、更には４５～５５であることが適当である。カバー材の表面
硬度が低すぎるとアイアンショットでバックスピンがかかりすぎ、コントロール性が悪く
なるおそれがある。また、カバー材の表面硬度が高すぎるとアイアンショットでのバック
スピン性能が不充分となり、コントロール性が低下すると共に打感が悪くなるおそれがあ
る。
【０１２７】
　また、上記カバー材のＪＩＳ　Ｋ７３１１に準拠した反発弾性率が４５％以上、特に４
５～８５％、中でも５０～８０％、更には５０～６０％であることが適当である。熱可塑
性ポリウレタン材料はもともとそれ程反発性に優れた材料ではないため、上記反発弾性率
は厳密に選択することが好ましい。カバー材の反発弾性率が低すぎるとゴルフボールの飛
距離が大幅に低下する。また、カバー材の反発弾性率が高すぎると１００ヤード以内のコ
ントロールを必要とするショットやパッティングで初速度が高くなりすぎ、ゴルファーの
フィーリングに合わないことがある。
【０１２８】
　上述した熱可塑性ポリウレタンを主成分とするカバーのデュロメーターＤ硬度は４０以
上、特に４２以上で６０以下、特に５８以下である。この場合、このカバー硬度は、中間
層のこのカバーと接する層の硬度より低いもので、これにより、アプローチのスピン性能
が向上し、また、パターでの打感がソフトになる。
【０１２９】
　なお、カバーのデュロメーターＤ硬度Ｈｃと中間層のカバーと接する層のデュロメータ
ーＤ硬度Ｈｉとは、Ｈｉ－Ｈｃが１以上、特に３以上で、２０以下、特に１５以下である
ことが好ましい。
　また、カバーの厚さは０．５ｍｍ以上、特に０．７ｍｍ以上で、２．５ｍｍ以下、特に
２．３ｍｍ以下である。
【０１３０】
　本発明のゴルフボールは、競技用としてゴルフ規則に従うものとすることができ、直径
４２．６７ｍｍ以上、重量４５．９３ｇ以下に形成することができる。直径の上限として
好ましくは４４．０ｍｍ以下、更に好ましくは４３．５ｍｍ以下、最も好ましくは４３．
０ｍｍ以下、重量の下限として好ましくは４４．５ｇ以上、特に好ましくは４５．０ｇ以
上、更に好ましくは４５．１ｇ以上、最も好ましくは４５．２ｇ以上であることが推奨さ
れる。
　なお、ゴルフボールの硬さは、９８０Ｎ（１００ｋｇ）荷重時のボールの変形量が２．
０～４．０ｍｍ、特に２．２～３．８ｍｍであることが適当である。
【実施例】
【０１３１】
　以下、実施例及び比較例を示し、本発明を具体的に説明するが、本発明は下記の実施例
に制限されるものではない。
【０１３２】
　　［実施例、比較例］
　表１に示す配合で１５５℃、１７分の加硫を行って、表３に示す外径、硬度のコアを得
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た。
　次いで、表２に示す配合で射出成形法により中間層（内）と中間層（外）を形成した。
また、中間層（外）の上にカバーを射出成形により形成し、表３に示す中間層、カバーを
形成し、表３に示すゴルフボールを得た。このゴルフボールの飛び性能、スピン性能、打
感、耐擦過傷性を下記方法で評価した。結果を表３に示す。
コア及びボール硬度
　９８０Ｎ（１００ｋｇ）荷重負荷時の変形量（ｍｍ）を計測した。
中間層及びカバー硬度
　ＪＩＳ　Ｋ６２５３に準拠して、デュロメーターＤ硬度を計測した。
飛び性能
　打撃マシンにてドライバー（Ｗ＃１，Ｔｏｕｒ　Ｓｔａｇｅ　Ｘ５００，ロフト９°、
シャフトＸ，ブリヂストンスポーツ社製）にて、２３℃、ヘッドスピード４５ｍ／ｓ（Ｈ
Ｓ４５）で打撃したときの初速度、スピン量、キャリー飛距離、トータル飛距離を測定し
た。
アプローチスピン
　打撃マシンにてサンドウェッジ（ブリヂストンスポーツ社製，ツアーステージ）で、２
３℃において、ヘッドスピード２０ｍ／ｓとして打撃したときのスピン量を測定した。
打感
　各ボールについて、アマチュア上級者５名によるドライバー（Ｗ＃１）及びパター打撃
したときの打感を下記基準で評価し、最も多かった評価をボールに対する評価とした。
○：軟らかい
△：普通
×：硬い
耐擦過傷性
　ボールを２３℃に保温し、ピッチングウェッジをスイングロボットマシンに取り付け、
ヘッドスピード３３ｍ／ｓにて打撃し、打撃傷を目視で判断した。次の評価基準で評価し
た。
○：傷がない、もしくは使用上、全く気にならない程度の傷。
×：表面が毛羽立つ、ディンプルが欠ける、などのひどい傷。
【０１３３】
【表１】

【０１３４】
注：
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ポリブタジエンＢＲ０１：ＪＳＲ社製、シス－１，４－結合含有量９６％、ムーニー粘度
（ＭＬ1+4（１００℃））４４、分子量分布Ｍｗ／Ｍｎ４．２、触媒Ｎｉ、溶液の粘度１
５０ｍＰａ・ｓ
ポリブタジエンＢＲ１１：ＪＳＲ社製、シス－１，４－結合含有量９６％、ムーニー粘度
（ＭＬ1+4（１００℃））４４、分子量分布Ｍｗ／Ｍｎ４．１、触媒Ｎｉ、溶液の粘度２
７０ｍＰａ・ｓ
ＨＣＢＮ－１３：ＪＳＲ社製、シス－１，４－結合含有量９６％、ムーニー粘度（ＭＬ1+

4（１００℃））５３、分子量分布Ｍｗ／Ｍｎ３．２、触媒Ｎｄ
パーヘキサ３Ｍ－４０：日本油脂社製
　パーヘキサ３Ｍ－４０は４０％希釈品であり、添加量は１，１－ビス（ｔ－ブチルパー
オキシ）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサンの実質添加量で示した。
パークミルＤ：日本油脂社製、ジクミルパーオキサイド
ノクラックＮＳ－６：大内新興化学工業製、２，２’－メチレンビス（４－メチル－６－
ｔ－ブチルフェノール）
【０１３５】
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【表２】

【０１３６】
注：
ハイミラン１６０５：三井・デュポンポリケミカル社製、エチレン－メタクリル酸共重合
体アイオノマーのＮａイオン中和物
ダイナロン６１００Ｐ：ＪＳＲ社製、オレフィン結晶ブロックを有するブロックコポリマ
ー
ハイトレル４０４７：東レ・デュポン社製のポリエステル系エラストマー
ハイトレル４０６７：東レ・デュポン社製のポリエステル系エラストマー
ハイトレル５５５７：東レ・デュポン社製のポリエステル系エラストマー
ハイミラン１７０６：三井・デュポンポリケミカル社製、エチレン－メタクリル酸共重合
体アイオノマー（Ｚｎイオン中和物）
ＨＳＢ１５１６：ＪＳＲ社製、末端にアミノ基を有するブロックポリマー
サーリン８１２０：米国デュポン社製、アイオノマー樹脂
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サーリン７９３０：米国デュポン社製、アイオノマー樹脂
サーリン６３２０：米国デュポン社製、アイオノマー樹脂
ニュクレル９－１：米国デュポン社製、三元酸共重合体
パンデックスＴ８２６０：ＤＩＣバイエルポリマー（株）製、熱可塑性ポリウレタンエラ
ストマー
パンデックスＴ８２９５：ＤＩＣバイエルポリマー（株）製、熱可塑性ポリウレタンエラ
ストマー
クロスネートＥＭ３０：大日精化工業（株）製
【０１３７】
【表３】
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